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はじめに
　近年主要先進国を中心に多くの国が科学技術の振興に力を入れている。各国は民間企業の研究開発費・政府研究
開発費・大学の研究開発費等の総計である研究開発費総額を拡大させ、研究者数も伸ばしている。さらに、科学技
術力を伸長させるための科学技術系人材の育成・科学技術系インフラの整備・科学技術成果の産業への移転システ
ムの整備・海外の科学技術力の吸収など多様な科学技術政策が各国で展開されている。科学技術力こそ中長期的に
多様な産業の競争力を上昇させ経済力を強化していくための源泉であり、国家総体として継続発展していく上で最
も重要なファクターであるという認識がこのトレンドの底流にはある。
　科学技術発展の最も根源的な要素は研究者の頭脳に根ざす知的創造活動である基礎研究にある。直接的な開発利
益を目的としない基礎研究から未来の革新的技術の核となる発想・発見・アイディアが生まれ、それらを応用し開
発へと結びつけることで実用的な革新的新技術は創造できる。革新的技術を製品化・産業化する中で国の経済的利
益は拡大していく。そして基礎研究成果の最大化を目指すのが科学技術系の競争的研究資金制度（以下、競争的資
金制度と呼ぶ）である。競争的資金制度は研究資金配分機関（一般的にFunding Agency：FAと呼ぶ場合が多い。
本稿でも以下FAと呼ぶ）が、広く研究者・研究機関に対して研究課題を募り提案された研究課題の中から専門家に
よる評価に基づいて実施すべき課題を採択し研究者・研究機関に競争的研究資金（以下、競争的資金と呼ぶ）を配
分する制度である。⑴ 基礎研究には全くの未成熟段階の研究、ある程度発展してきている研究、多大なリスクが予想
される研究など多様な状態のものがある。そして、各基礎研究には伸長するタイミングがあり、研究者の意欲など
が旺盛な最適の時期に、迅速かつ弾力的に研究資金を提供することで基礎研究の成果は最大化することができる。
　実際、主要国中で最も基礎研究振興政策が進んでいるアメリカでは、NIH（National Institute of Health）・NSF
（National Science Foundation）・NASA（National Aeronautics and Space Administration）・DARPA（Defense 
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Advanced Research Projects Agency）といった強力なFAによって配分される競争的資金が潜在的に優れた基礎
研究課題を伸ばし、また研究者・研究機関間に有効な競争を醸成し、結果として米国の基礎研究力を上昇させてい
る。アメリカでは政府の科学技術振興予算の約30％が競争的資金に投入され、競争的資金を配分する競争的資金制度
が基礎研究振興政策の中心という認識が一般的になっている。
　競争的資金制度は日本においても基礎研究振興政策の中心になってきており、中長期的に国全体の基礎研究力を
決定する重要な制度になると予想される。日本の競争的資金制度は特に1990年代以降急速に発展し、近年多様な制
度設計上の変革がくり返され洗練されたものになってきている⑵。今後も、競争的資金制度の制度運営効率を上げる
ことが研究成果産出効率を上げることに通じると考える。
　本稿においては、アメリカの競争的資金制度の卓越性を実現しているFDP（Federal  Demonstrat ion 
Partnership）という制度改善メカニズム、競争的資金を受ける研究大学におけるグラントオフィスのしくみ、特に
URA（University Research Administrator）、Expanded Authorityといったファクターを分析し、さらに日本の制
度改善の展望も考察したい。
　なお競争的資金制度に関しては、JST（科学技術振興機構）の高橋宏博士が深い見識を有しておられる。本稿の作
成においても、高橋博士が石橋一郎氏と発表された『研究費会計制度の日米比較』等の多数の卓越した競争的資金
制度研究のレポート・資料等から多くのことを学んだ。
１．アメリカのＦＤＰ
1.1.　ＦＤＰの発展プロセスと成果
　1980年代後半以降、アメリカの競争的資金制度の制度改善に貢献してきたのがFDP（Federal Demonstration 
Partnership）である。FDPとはアメリカの競争的資金を供給するFAとそれを受けて研究開発活動を展開する大学等
研究機関（Institutes）の協議機構であり、現在、実質的な競争的資金制度改善メカニズムとして機能している重要
な制度である。
　最初FDPは競争的資金制度における研究者・研究機関のAdministrative Burden（事務的負担）を減らし研究時間
を拡大しようという問題意識からスタートした。即ち、競争的資金を獲得した研究者・研究機関が事務上の負担等
で研究自体に向ける時間・エネルギー等を減らすことになれば、十分な研究成果の産出が実現しないことになり米
国の科学技術発展にとってマイナスであるという問題意識があったのである。
　高橋・石橋（2007）はFDPの具体的な発展プロセスと成果を以下のように分析している。FDPは1985年のPre-
FDPと呼ばれる準備期間を経て、1986年に正式に発足した。FDPの発展過程は以下のように、Phase 1 （1986～
1988）・Phase 2（1988～1996）・Phase 3（1996～2002）・Phase 4（2002～2008）・Phase 5（2008～）に区分して考え
られる。
　Phase 1（1986～1988）では、NIH・NSFを含む5つのFAと10の大学等がFDPに参加した。最初フロリダ大学が中
心となって進めていたので、FDPは「フロリダ・プロジェクト」とも呼ばれた。
　Phase 2（1988～1996）では、11のFAと21の大学等がFDPに参加した。Phase 1からの検討課題を継続的に検討し
て、競争的資金の費目間流用・繰越⑶・期間延長（ノ―コストエクステンション：No Cost Extension）等の制度運
営上の柔軟性が実現した。さらに、競争的資金の管理能力が高い研究機関にFAが有している権限を大幅に委譲する
というExpanded Authority⑷も実現した。
　現在、アメリカの競争的資金制度においては、資金の繰越は極めて柔軟に展開されている。例えば、NIHの競争
的資金プログラムは大半が研究期間を設定される研究期間設定プログラムであり、認められた研究期間内で1年ごと
にその継続を審査・管理されるものであるが、各年の研究費の繰越は25%未満であれば自由に繰り越せるし、25%以
上であってもPO（Program Officer）の了解があれば繰り越せることになっている。NSFの代表的な競争的資金プロ
グラムであるStandard Grant（SG）では、最初に一定期間（通常３年間）の予算が約束される。３年間の中でどの
ように予算を使うかは研究機関の自由であり、ここには年間予算概念も年度間繰越概念もない。NSFの別のプログ
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ラムであるContinuing Grant（CG）では、最初に一定期間（通常5年間）の研究計画が認められる。しかし、予算の
承認は1年単位である。そして無制限の繰越が可能である。⑸ ただし繰越額が多額の場合は翌年の予算が調整される場
合もある。
　アメリカの競争的資金制度におけるノーコストエクステンションとは、繰越した研究資金を利用して研究期間を
延長することを意味する。即ち、アメリカの多くの競争的資金制度では、FAから資金提供を受けた研究機関・研究
者が一定の認められた研究期間が終了しても、研究期間内に資金を節約した場合にその資金を利用して、最大12ヶ
月まで研究期間を延長することができる。この場合、研究機関・研究者が節約した予算で期間延長するのであって
FAは追加の予算を支給するコストを負うことはないという意味で、No cost extensionと呼ばれる。なお一般的に
ノーコストエクステンションの可否は担当POの判断に任される。研究期間の延長期間に関しては、例えば、NIHの
制度では、規定期間内で節約した予算を利用して研究期間を、3ヶ月・6ヶ月・12ヶ月という期間を選択して延長で
きる。延長期間についてもPOの判断に任される。
　Phase 3（1996～2002）では、11のFAと68の大学等がFDPを構成した。Phase 3の主要な課題は、政府・大学間連
携の緊密化、事務電子化、コストシェア、エフォート管理等にあった。Phase 3での協議、検討の結果、事務の電子
化が進んだ。大学への研究費の送金等がFast Lane等オンラインで実施できるようになり、報告等事務も電子化され
FA・大学間連携の迅速さが高度化し連携自体が強化された。現在ではFA・Institutes間では、1週間単位での送金業
務も電子化によって可能となっている。
　Phase 4（2002～2008）では、10のFAとマイノリティを含む研究機関等多彩な研究機関が新たに参画し合計98の
大学等が参加した。Phase 4では、事務の一層の効率化・電子化が実現した。現在はPhase 5（2008～）が進行してい
る。
　確かに、FDPの活動以前でも米国の競争的資金制度の一部では、競争的資金の繰越・費目間流用・ノーコストエ
クステンション・プレアワードコスト（採択決定後にその時点から一定期間遡って研究費が支給されるしくみ）等
が実施されていた。しかし、その場合でも研究機関・研究者はFAの許可をとる必要がありその手続き等に対する研
究者の事務的負担が非常に大きく、結果として、研究時間を割くことになっていた。FDPの活動によって、後述す
る大学側のURAの充実、大学側へのExpanded Authority授与による効果的権限移譲、Fast Lane等事務の電子化等
によって、それらの手続きが迅速にできるようになり、全面的な展開となった。結果として、研究者の研究時間の
拡大が実現した。
表1：FDPの発展プロセス
Phases Years Contents
Ｐre 1985 ●Pre-FDP（準備期間）
1 1986～1988 ●5つのFA（NIH・NSFを含む）と10の大学等でFDPをスタート
●フロリダ大学が中心となったので「フロリダ・プロジェクト」とも呼ばれた。
2 1988～1996 ●11のFAと21の大学等が参加
●費目間流用・繰越・期間延長（No Cost Extension）等、柔軟な制度運営を実現
●Expanded Authorityの実現
3 1996～2002 ●11のFAと68の大学等が参加
●送金・報告等事務の電子化の実現
●FAと大学の連携強化
4 2002～2008 ●10のFAと98の大学等が参加
●事務のさらなる効率化・電子化
5 2008～ 進行中
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1.2.　ＦＤＰの運営
　FDPは現在、約10のFAと約100の研究大学等研究機関によって構成されている。FDPでは研究機関側から約300名
（大半は研究機関のグラントオフィス所属のURA）が、年3回の年会の開催や、ワーキンググループ・タスクフォー
スの編成によって、多角的に制度運営等の多様な問題解決に恒常的に取り組んでいる。FDPには常設委員会があ
り、FDP運営の通常業務、競争的資金制度関係の通常業務を担当している。その他、競争的資金制度に関する多様
な検討課題毎にタスクフォースを機動的かつ柔軟に設置して問題の解決を探っている。タスクフォースでは問題点
の整理、解決策の探究・形成、そして解決策を現実に一部の制度・FA・大学等の現場で実験的に試行して効果を確
認することも行う。FDPではタスクフォース等によって改善策が立案され一部の競争的資金制度でそれを試行する
テストオペレーションの中でさらに洗練された内容に高度化し、広範な制度に広げるという手法が効果を発揮して
いる。
　さらに、高橋・石橋（2007）ではFDPと、それを強力にサポートするアメリカ連邦政府機関・学者グループとの
緊密な関係について以下のように分析している。FDPはOSTP（Office of Science and Technology Policy：大統領府
科学技術政策局）・OMB（Office of Management and Budget：行政予算管理局）等の連邦政府機関や、NAS
（National Academy of Science）等の学者グループとも緊密な関係を構築している。⑹ ゆえに、それら機関からの支
援を受けることも可能であるし、逆にFDPの活動が、連邦政府レベルの科学技術政策の高度化に影響を与えること
も可能にしている。事実、FDPがOMBの競争的資金制度運営に関係するCirculars（告示）の改正を実現したケース
も複数ある。⑺
図1：アメリカの競争的資金制度全体におけるＦＤＰの位置
2.　アメリカの研究大学におけるグラントオフィス
2.1.　グラントオフィス
　アメリカには大学が約3000校ある。その内の約100校が多額の科学技術系競争的資金を獲得して高度な研究を展開
する研究大学（Research University）である。アメリカでは、研究大学は100校程度で全大学数の3～4%を占めるに
すぎない。その他の96～97%、約2900校という圧倒的多数の大学は「教育中心大学」（Education-centered 
University・Educational mission University）である。アメリカでは、研究大学・教育中心大学ともに固有の貴重な
F D P
F A Institutes
（NAS）
（研究大学等）
連邦政府機関 学者
グループ（OSTP・OMB）
制度改善の
中心的協議
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ミッションを有するという認識が大学界の底流にある。⑻
　アメリカの研究大学は競争的資金に対応するための卓越したグラントオフィスを設置している。高橋・石橋
（2007）はアメリカの研究大学のグラントオフィスの概略を次のように分析している。一般的にグラントオフィス
は大別して2つの機能を有する。競争的資金獲得前の実務としてのPre-Award Administrationと競争的資金獲得後の
実務としてのPost-Award Administrationである。
　第1に競争的資金獲得前の実務としてのPre-Award Administrationでは、競争的資金を獲得するための支援的業務
が中心に行われ、FAサイドからの競争的資金の情報収集・その資金情報の研究者への提供・研究者の応募書類作成
の支援・契約書対応などの業務が展開される。
　第2に競争的資金獲得後の実務としてのPost-Award Administrationでは、研究者が獲得した資金等の会計処理的
業務が中心に展開される。具体的には、送金の手配・不正防止・会計報告作成等の会計管理業務がなされる。なお
基本的にアメリカの競争的資金制度では、FAが研究費を支給するのは、大学等研究機関に対してであって、研究者
にではないという考えが一般的である。よってFAから研究費を獲得した特定の研究者がその所属研究機関を移籍す
る場合、当初研究者が所属していた研究機関に研究費は残るのであって、移籍先の研究機関に研究費が移動するこ
とはない。同じような場合日本では研究者が移籍先の研究機関に研究費を持っていくことが多い。
　各研究大学でPre-Award Administration・Post-Award Administrationを担当する部署名等は多様であ
る。例えば、メリーランド大学では、Pre-Award Administration担当事務所は、ORAA（Office of Research 
Administration and Advancement）、Post-Award Administration担当事務所は、OCGA（Office of Contract and 
Grant Accounting）である。また、シカゴ大学では、Pre-Award Administration担当事務所は、URA（University 
Research　Administration）、Post-Award Administration担当事務所は、RFO（Restricted Fund Office）と呼ばれ
ている。
　競争的資金の受け手側、研究機関のグラントオフィス等に対する監査については、米国では競争的資金を受ける
大学等のグラントオフィス等の資金管理部署に対して民間の会計事務所が監査を担当している。NIH・NSFなどの
FAは抜き取り的に部分的に監査を実施するのみである。日本の競争的資金制度では会計検査院・FA等が大学等に
対して監査を行い、民間の会計事務所が監査を担当することはない。アメリカでは会計士の数が日本の約10倍いる
という背景もある。
　また、Pre-Award Administration・Post-Award Administrationの両方を統括し、大学としての競争的資金獲得戦
略を立案するグラントオフィス本部を設置している大学も多い。
図2：グラントオフィスの内部構成
2.2　ＵＲＡ
　アメリカの研究大学のグラントオフィスには複数のURA（University Research Administrator）が配置されてい
るのが一般的である。URAは競争的資金を管理する専門職スタッフである。
　URAは研究者に競争的資金獲得へのアドバイスと支援をし、競争的資金獲得後は資金のマネジメントを行い、不
正防止にも取り組む等、資金管理全般の業務を担う。FAからの競争的資金に関して大学の代表として書類等にサイ
ンするのもURAである。FDPに大学側の代表者として参加するのもURAである。FA側のPOの大学側のカウンター
―グラントオフィス本部―
大学全体の競争的資金獲得戦略の立案
Pre-Award Administration Post-Award Administration
●FAサイドからの競争的資金の情報収集
●競争的資金情報の研究者への提供
●研究者の応募書類作成の支援
●契約書対応等
●研究者が獲得した資金等の会計処理的業務
●送金の手配
●不正防止
●会計報告作成等
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パートがURAと言える。⑼アメリカの競争的資金獲得を狙う研究大学では、優秀な研究者を雇用すると同時に、優秀
なURAを雇用することを経営戦略上の課題にしている。
　基本的に、URAには研究を理解できる研究者としての能力と、競争的資金の獲得・管理等に関するマネジメント
を遂行できるマネジメント能力の両方が要求される。URAの全国組織としてNCURA（National Council of 
University Research Administrators）がある。会員は約2200名である。⑽ NCURAはURAの育成・能力向上のため
に、セミナー・通信教育・講演会等の方式で非常に充実した教育プログラムを提供し、URAが必要とする競争的資
金管理に関するあらゆる知識を教え能力の育成に寄与している。
　アメリカにはURAが専門職として確立する以前から、企業の研究開発効率を上げるために研究者の研究活動を支
援するResearch Administratorという専門職が確立していた。全米のResearch Administratorの総数は約15万人であ
り、Research Administratorの団体としてSociety of Research Administrators　Internationalがある。日本の企業等
にも、特許担当スタッフ・知的財産権担当スタッフ・産学連携コーディネーター・目利き人材等と呼ばれる職域は
あるが、専門職として確立しているとは言えない。
2.3.　Expanded Authority
　アメリカの競争的資金制度には、大学等研究機関に付与されるExpanded Authorityというものがある。Expanded 
Authorityとは、競争的資金に関する費目間流用・繰越・期間延長等のFAが許認可してきた事項を大学等研究機関
のグラントオフィスに権限委譲するというものである。
　連邦政府機関であるOMB等が、大学等研究機関のグラントオフィスの競争的資金管理能力を審査して、十分な管
理能力があると認めた場合、その機関にExpanded Authorityを付与する。Expanded Authority は、1990年代に米国
で導入が開始され、現在では競争的資金を獲得している大半の研究機関にExpanded Authorityは付与されている。
　Expanded Authorityを受けた大学等研究機関ではグラントオフィスのURAが、委譲された権限を行使する。研究機
関側で資金管理に不正があればExpanded Authorityは剥奪され数年間競争的資金へのアプライ自体ができなくなる。
　高橋・石橋（2007）はURAの存在とExpanded Authorityの拡大の関係を以下のように説明している。URAと
いう競争的資金管理を担う責任者・専門職の存在があるから、FAは研究大学にExpanded Authorityを付与でき
る。Expanded Authorityが実現できたのも研究大学に卓越したURAという専門職が存在したからであるし、逆に
Expanded Authority制度の広がりがURAの拡大を促したとも言える。
3.　日本の制度改善の展望
　日本の競争的資金制度においても、関係機関が協議し検討する必要がある課題が常に存在する。例えば、国の直
接執行予算としての補助金・委託費という形態での競争的資金と、独立行政法人の運営費交付金という形態での競
争的資金では運営ルールが異なっており、運営ルールの統一化ないし整理の必要性という課題がある。研究成果を
出せるのは大学等研究機関ということを考えると、大学等研究機関側のFA側への積極的な制度改善提案等の吸収も
必要である。
　よって、日本の競争的資金制度においても、関係諸機関が協議する日本版FDPのようなものが必要であると考え
る。ただし日本版FDPの形成を考える場合、独立性の強いアメリカのFAと異なり、日本のFAは各省の附属機関的
側面があるので、日本では力のある上位政府機関である内閣府の総合科学技術会議（CSTP）・文部科学省・財務
省・その他省が、FDPに参加する必要がある。FA・大学・内閣府CSTP・文部科学省・財務省等の代表によって構
成する日本版FDPができれば競争的資金制度の改善がさらに進むものと考える。
　日本の省の各部門の担当者は2～3年という間隔で異動するのが一般的である。各省の競争的資金制度にしても、
その担当者が頻繁に替わるのでは、継続的な制度改善に対する、知識・情報・背景等を十分に把握した担当者が常
に存在するということにはならない。⑾日本版FDPに参加する各省の担当者が2～3年間隔で替わることになっては、
効率は高まらない。省の競争的資金制度担当部門には、継続的制度改善に対する知識・情報・背景等を十分に把握
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ししかも改革に情熱を持った長期的に携わるスタッフが必ず必要である。
　米国の制度改善はFDPのようなボトムアップからのアプローチと、ボトムアップからの情報・意見集約を受けて
のOSTP・OMB等からのトップダウンのアプローチがある。現実に権限をもった側からのトップダウンのアプロー
チも重要である。日本でも内閣府にCSTPがありそのトップは総理大臣であり行使できる権限は大きい。CSTPのさ
らなるリーダーシップに期待したい。
　さらに、日本の研究大学においても、アメリカの研究大学グラントオフィスでの多数のURA配置等に習い、グラ
ントオフィスの高度化を図ることが必要であろう。
おわりに
　アメリカの競争的資金制度では、FAにはPOという競争的資金運営のプロフェショナルがいる。また、資金を受
ける研究大学側にも、競争的資金管理のプロフェショナルとしてのURAがいる。そして、FAと研究大学等による共
同作業で競争的資金制度の制度設計・制度運営を改善していくシステムとしてのFDPがある。さらに、FDPの活動
をOSTPという科学技術政策の国家最高意思決定機関やOMB等の連邦政府機関、NASという国家最高の科学者団体
が支援している。アメリカではこのような仕組みの中で、現実に効果を発揮する競争的資金制度が一歩一歩構築さ
れてきている。
　日本の競争的資金制度は歴史も短く当然未成熟である。全て即時にアメリカの制度を導入するには無理がある
し、現在の日本の制度・法の枠組みの中で実現できることもたくさんある。法律は変えずに、運用の変革、活用例
の蓄積などで、制度の柔軟性、効率化を進めることもできる。今後もアメリカの制度を理解・吸収しつつさらに日
本の現状を考慮して日本に合った制度改善を進めていく必要がある。
註
（1）アメリカでは、政府のFAからの競争的資金と企業からの委託研究を統合した概念としてSponsored Projectsと
いう言葉も一般的である。
（2）日本の競争的資金制度については広田（2009）を参照。
（3）繰越は、NIHではcarry forward、NSFはcarry overと表現している。
（4）実際、Expanded Authorityが実現したのは1995年頃である。
（5）最初、NSFのプログラムでは原則として年間予算の20%までの繰越が可能であった。（20%以上でもPOの了解
があれば繰り越せた。）しかし、2007年6月改訂のNSFのGPG（Grand Proposal Guide）で、20%制限が撤廃さ
れ、繰越限度額はなくなった。ただし繰越額が多額の場合は翌年の予算が調整される場合もある。なお、SGと
CGは応募段階では区別されず採択審査過程でNSF側が決める。
（6）NAS内の Government-University-Industry Research Roundtable等との連携が緊密となっている。
（7）OMBは米国の予算執行に関する各種告示（Circulars）を出すなど米国予算執行の管理機関である。米国で
は、競争的資金の会計管理に関するルールもOMBがルールをOMB Circularsとして詳細に決めて統一的なルー
ルになっている。NIH・NSF等の国のFAの競争的資金制度もOMB Circularsに従って運営されている。例え
ば、OMB Circular A21は直接経費・間接経費に関して、OMB Circular A110は競争的資金会計処理につい
て、OMB Circular A133は監査の実施基準に関しての詳細を定めている。米国のFAは、Grant Policy Manual
（GPM）・Grant Proposal Guide（GPG）などの各種のルールで制度運営を規定しているが、それらルールは
OMBのCircularsに基づいている。OMBがOMB Circularsによって競争的資金運営のルールのバックボーンを
強固に形成していることがExpanded Authority等、制度運営の柔軟性の実現を可能にしている背景となってい
る。なお、ＯＭＢに関しては、高橋・石橋（2007）Ｐ89が詳しい。
（8）日本の大学界では、研究大学・教育中心大学がそれぞれ有する異なったミッションへの認識、役割分担のセパ
レートが曖昧である。そのことが、日本の大学全体としての競争力伸長の障害になっているように考える。
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（9）研究者が競争的資金への応募書類を作成する時、研究者は研究計画等研究の核心部分は自分で執筆するが、予
算関係の部分等はURAが担当する場合が多い。URAが競争的資金関係書類の大半に大学側責任者としてサイ
ンするということは、競争的資金に関して、資金獲得・運営・不正防止等も含めて、大学側の全責任を負う立
場であることを意味する。なお、ＵＲＡについては、高橋・石橋（2007）Ｐ103が詳しい。
（10）アメリカの研究大学が約100校で、NCURA会員が約2200名とすると、研究大学には20人前後のURAがいるこ
とになる。
（11）政策実施機関の各部署の担当者が短期間で替わり過ぎることは日本の政策制度自体の欠点かもしれない。アメ
リカの政策制度では各部署の担当者は一般的に4～8年、部門によっては10年もいるケースも多い。ただし、各
部門で早期に新規の担当者に交替することは、固定観念を打破した新しい取組が期待できるという考えもあ
る。
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